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教育目標と本年度の重点目標の評価 
 

学校の教育理念・目標 

 

総括 

令和○○年度重点目標 重点目標・計画の達成状況 

 

課題と解決方策 

本校は「実学教育・人間教育・国際教

育」を基盤とし、美容・ファッション・

エンターテインメント分野で活躍でき

る職業人の育成を教育理念としてい

る。実学教育では、産学連携を通じて

現場で求められる技術・コミュニケー

ション力・発信力を育成し、人間教育

では心理的安全性を重視したクラスづ

くりと主体性の育成を重視している。

また国際教育では、多様な価値観を理

解し、広い視野を持つ人材の育成を目

指している。これらの理念を実現する

ため、授業・イベント・実習を一体化

したフロー型教育を推進し、学生が学

びの手ごたえを感じながら成長できる

環境づくりを進めている。さらに、教

育 DX や担任力強化を通じて、学生一

人ひとりの特性に応じた支援体制を整

え、継続的な教育改善を図っている。 

2025 年度は「型の共有」と「ショ

ートステップでの学びの手ごたえ」

を軸に、学生の基礎力定着と学習意

欲向上を重点目標とした。キャリア

教育では挨拶や基本行動の徹底、ル

ール・マニュアル整備を進め、日常

の教育力を底上げする体制を整え

た。担任力の強化では、担任マニュ

アルを基盤にクラス会議の実施や

規律と柔軟性のバランスを重視し、

心理的安全性の高いクラス運営を

目指した。また、教育 DX の活用と

して授業アンケートの可視化や教

育ダッシュボード導入を進め、学習

状況を把握し早期支援につなげる

仕組みを構築した。さらに、特別補

講の個別化や学年暦の見直しなど、

学習支援の質向上を図り、進級率改

善と退学者減少を目標とした。 

募集活動では定員 440 名に対し 442

名を確保し、広報目標を達成した。進

級率は目標 90.2％に対し 88.6％とな

り未達ではあったが、前年 87.5％か

ら改善が見られ、教育施策の一定の効

果が確認できた。2025 年度は、担任

力強化・ルール整備・特別補講の個別

化・教育 DX の導入など、学習支援体

制の改善を進めた結果、全体の DO

率は 7.2％から 6.6％へ改善し、学習

定着度の向上が見られた。特に美容師

科は進級率が約 4％向上し、学科別の

取り組みが成果につながった。一方、

TB 科では進級率が前年より低下し、

学科間で成果に差が生じた。全体とし

ては改善傾向にあるものの、学習習慣

の定着や基礎力の差への対応が引き

続き課題として残っている。 

課題として、基礎力の差や学習習慣の

み定着により進級基準に到達できな

い学生が一定数存在すること、また学

科間で成果にばらつきがあることが

挙げられる。特に、入学直後の不安・

自信喪失・人間関係のつまずきが学習

意欲の低下につながるケースが多く、

早期支援の強化が必要である。解決策

として、2026 年度は「補助輪つき学

習」を軸に、楽しい補習・協働型授業・

担任授業でのグループ合格方式など、

成功体験を積ませる仕組みを導入す

る。また、教育 DX を活用し、出席・

遅刻・学習状況を可視化して早期介入

を行う。さらに、担任力強化とクラス

マネジメントの質向上により、心理的

安全性の高い学習環境を整え、進級率

89.9％以上の達成を目指す。 

 
最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 三井 真以子 
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基準１ 教育理念・目的・目標と職業教育のマネジメント 
1-1 （1/1） 

1-1 教育理念、目的及び目標の設定等 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

1-1-1 教育理念等を踏

まえ、当該専門学校とし

て、目的及び目標を設定

し、学科（コースを設置

している場合はコースご

と）ごとに育成する人材

像を明確にしているこ

と。  

 

○当該専門学校の教育理念を

踏まえた目的、目標が適切な決

定過程により設定されている

か 

○設置している課程（学科、コ

ースを設置している場合はコ

ースごと）ごとに目的、目標、

育成人材像が具体的に示され

ているか 

○当該専門学校の教育理念、目

的、目標と学科等ごとの目的等

との関連性が明確になってい

るか 

○また、入学者受入れ方針、教

育課程編成・実施方針、卒業認

定方針との関連性が明確にな

っているか 

○教職員、学生、社会に対して

教育理念等が十分に周知・公表

されているか 

本校は「実学教育・人間教育・国

際教育」を教育理念とし、社会で活

躍できる職業人の育成を目的に、学

科ごとに明確な育成人材像を設定

している。美容師科では即戦力とな

る技術力と接客力、トータルビュー

ティ科では美容・ファッション領域

の幅広い提案力、ヘアメイク科では

創造性と現場対応力を備えたヘア

メイク人材の育成を掲げている。こ

れらの人材像は、産学連携を基盤と

したフロー型教育、シラバス、担任

力強化、教育 DX の活用などと連動

し、授業・実習・イベントを通じて

体系的に育成されている。また、年

度ごとに重点目標を設定し、出席

率・進級率・学習定着度などの指標

を用いて教育成果を検証し、改善に

つなげるマネジメント体制を整え

ている 

本校の長所は、教育理念を基盤に

学科ごとの育成人材像が明確化さ

れ、産学連携・授業・イベントを一

体化したフロー型教育として具体

的に落とし込まれている点である。

最強シラバスや担任力強化、DX に

よる可視化など、教育マネジメント

の仕組みが整備され、理念と実践が

結びついていることも強みである。

一方で課題として、学生の基礎力や

学習習慣の差により、設定した人材

像に到達するまでの支援にばらつ

きが生じる点が挙げられる。また、

学科間で成果に差が見られること

から、育成人材像に対する指導方法

や支援体制の均質化、早期介入の強

化が求められる。 

本校の強みである「学科ごとの明確

な育成人材像」と「理念に基づく教

育体系」をさらに伸ばすため、産学

連携・フロー型教育・最強シラバス

をより密接に連動させ、授業・イベ

ント・実習を通じた学びの連続性を

強化することが重要である。学生が

成功体験を積み重ねられる仕組み

を拡充し、成長のプロセスを可視化

することで主体性を高められる。一

方、基礎力の差や学習習慣の未定着

といった課題には、入学直後からの

早期アセスメントと個別支援の強

化が必要である。2026 年度の「補

助輪つき学習」や協働型授業を活用

し、孤立を防ぎながら学び合う環境

を整えることで、全学生が育成人材

像に近づける支援体制を構築する。

また、教育 DX により出席・学習状

況を可視化し、学科間の支援格差を

縮小して教育マネジメントの精度

を高める。 

 

参照資料 中項目の評定 

  

最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 三井 真以子 
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1-2 （1/1） 

1-2 職業教育のマネジメント体制の整備 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

1-2-1 職業教育を推進

（教育の企画・設計・運

用、検証及び改善・向上

等）するために必要なマ

ネジメント体制（以下「職

業教育のマネジメント体

制」という。）を整備し、

有効に機能しているこ

と。 

○当該専門学校の目的を実現

するために、学校内に具体的に

職業教育を推進するための組

織体制を整備しているか 

○職業教育のマネジメント体

制は有効に機能しているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本校では、教育理念に基づ

き、教育の企画・設計・運用・

検証・改善を一体的に行うマネ

ジメント体制を整備している。

年度ごとに教育事業計画を策

定し、学科別の進級率・出席

率・退学率などの定量指標を用

いて教育成果を可視化し、改善

につなげている。また、担任力

強化、最強シラバスの構築、教

育 DX の導入により、授業改善

や学生支援の質を高める仕組

みが機能している。さらに、産

学連携を取り入れたフロー型

教育を推進し、授業・イベン

ト・実習を連続的に設計するこ

とで、学生の学びの手ごたえを

高める教育運営を実施してい

る。 

本校の長所は、教育理念に基

づく明確な教育方針と、進級

率・出席率などの指標を用いた

PDCA サイクルが確立してい

る点である。担任力強化や DX

活用により、学生状況の把握と

早期介入が可能となり、進級率

の改善など一定の成果が見ら

れている。また、産学連携を取

り入れたフロー型教育により、

学びの連続性が高まり、教育の

質向上につながっている。一方

で課題として、学科間で支援の

質にばらつきがあること、基礎

力の差や学習習慣の未定着に

より、計画通りに成果が出にく

い学生が一定数存在する点が

挙げられる。 

 

長所をさらに伸ばすためには、

フロー型教育・最強シラバス・

DX 活用をより統合し、学科間

で共有できる標準化された教

育マネジメントモデルを構築

することが重要である。成功事

例を横展開し、授業・イベン

ト・実習を連続化することで、

学生の成長プロセスをより明

確に支援できる。一方、課題解

決には、入学直後からの早期ア

セスメントと個別支援の強化

が不可欠である。2026 年度の

「補助輪つき学習」や協働型授

業を活用し、孤立を防ぎながら

学び合う環境を整えることで、

基礎力の差を縮小し、全学生が

目標に到達できる体制を強化

する。 

 

参照資料 中項目の評定 

  

 

 

 

最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 三井 真以子 
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基準２ 教育課程、教育の実施、学修成果 
2-1 （1/2） 

2-1 教育課程の編成と授業科目 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-1-1 学校の目的・目標

及び育成人材像を実現す

るための教育課程編成・

実施方針を定め、方針に

基づき、必要な授業科目

を体系的・段階的に配置

した教育課程を編成して

いること。 

○教育課程の編成にあたって、

卒業認定方針を踏まえ、学校の

目的・目標及び育成人材像を実

現するための教育課程編成・実

施方針を策定しているか 

○教育課程編成・実施方針に基

づき、系統性・段階性に配慮し

た授業科目を配置し教育課程

を体系的に編成しているか 

○当該専門学校における教育

課程編成の過程は、明確になっ

ているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本校では、学校法人東京滋慶

学園の建学理念である「実学

教育・人間教育・国際教育」

および本校の教育理念・育成

人材像に基づき、教育課程編

成・実施方針を明確に定めて

いる。 

教育指導要領において、養成

目的、教育目標、卒業時到達

目標を明示し、学年ごと・セ

メスターごとの到達目標を

設定した上で、授業科目を体

系的・段階的に配置してい

る。 

美容師科：国家試験合格およ

び即戦力としての技術・態度

の習得を目標に、基礎から応

用・実践へと段階的に科目を

配置 

 

長所：育成人材像から逆算した

カリキュラム設計がなされ、体

系性・段階性が明確である。 

 

 課題：業界からの意見をより

迅速に科目内容へ反映する仕

組みの強化が必要である。 

 

教育課程編成委員会での意見

を、シラバス改訂および授業内

容に即時反映する運用の定着

を図り、より実践的かつ業界ニ

ーズに即した教育課程の高度

化を進める。 
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2-1-1 の続き  トータルビューティ科：1 年

次前期に分野横断的な基礎

を学び、後期以降に専攻別専

門教育を展開 

ヘアメイク科：現場実践力の

育成を重視し、実技科目を中

心としたカリキュラムを編

成 

としており、いずれも卒業認

定方針と整合した教育課程

となっている。 

教育課程の編成にあたって

は、毎年教育課程編成委員会

および教務会議において検

証・見直しを行い、業界動向

や社会の変化を反映した改

善を継続している。 
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2-1-2 教育課程編成の

ために、教職員及び企業

等の役職員その他の委員

により組織する教育課程

編成委員会等を設置し、

年 2 回以上開催している

こと。 

【注）職業実践専門課程】 

○職業実践専門課程の認定課

程（学科等）を設置する学校に

おいては、産業界及び地域社会

との連携による教育課程の編

成・実施のため、教育課程編成

委員会を設置しているか 

○上記委員会を年 2 回以上開

催し、産業界等からの意見につ

いて具体的に反映させるなど、

委員会を機能させているか 

本校では、教育課程編成委員

会を設置し、美容・ヘアメイ

ク・トータルビューティ分野

の業界関係者、企業担当者、

職能団体関係者等の外部委

員と教職員で構成している。 

当該委員会は年 2 回以上開

催し、育成人材像、教育目標、

カリキュラム構成、授業内容

の妥当性について多角的な

視点から意見聴取を行って

いる。 

委員会での協議内容は議事

録として記録・保管されてお

り、教務会議等を通じて学内

で共有し、教育課程および授

業改善に活用している。ま

た、卒業生や就職先からのフ

ィードバックも参考資料と

して取り扱い、教育内容の検

証を行っている。 

 

長所：業界の現状や人材ニーズ

を直接反映できる体制が整っ

ている。  

課題：委員会での提言を、より

可視化して学生・講師へ伝達す

る工夫が必要である。 

 

委員会で得られた改善点を、シ

ラバスや授業説明の中で明示

し、教育の意図や到達目標を学

生と共有することで教育効果

の向上を図る。 

 

 

2-1 （2/2） 
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点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-1-3 外国人留学生に対し

て、日本国内に就職する際に

必要となる日本社会の理解の

促進に資する授業科目を 10

単位以上開設していること。 

【注）外国人留学生キャリア形

成促進プログラム】  

○外国人留学生キャリア形成

促進プログラムの認定課程を

設置している専門学校におい

ては、外国人留学生に対し

て、日本国内に就職する際に

必要となる日本社会の理解の

促進に資する授業科目を 10

単位以上開設しているか 

○該当する授業科目は、文

部科学省が規定する要件を

満たす適切な内容になって

いるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本校では、外国人留学生が日

本国内において就職し、円滑

に職業生活を送るために必

要となる日本社会の理解を

促進する授業科目を実施し

ている。 

日本語による実務・接客コミ

ュニケーション、日本の社会

制度や労働慣行、企業文化、

キャリア形成、就職活動支援

等に関する授業科目を体系

的に編成しており、該当授業

科目の総授業時間数は 10 単

位以上となっている。 

 

これらの授業科目は、文部科

学省が規定する外国人留学生

キャリア形成促進プログラム

の要件を満たした内容となっ

ており、日本社会への理解と就

労意識の醸成を段階的に行う

体系的なカリキュラムとなっ

ている。 

また、美容業界の特性を踏まえ

た接客対応や職場理解を取り

入れることで、留学生の日本国

内就職に向けた実践的な学び

につながっている点は、本校の

強みである。 

一方で、留学生の日本語能力

や就労経験には個人差がある

ため、授業内容の理解度や定着

に差が生じる場合も見られる。 

また、日本社会や職場文化に関

する理解を、より具体的な事例

や体験を通じて深めていくこ

とが今後の課題である。 

 

 

今後は、本校の強みである実践

的なカリキュラムをさらに発

展させ、演習やロールプレイン

グ、事例を用いた授業を充実さ

せることで、日本社会および職

場に対する理解の定着を図っ

ていく。 

また、留学生一人ひとりの理解

度や進路希望に応じた補足指

導や就職支援と連動させるこ

とで、キャリア形成促進プログ

ラムとしての効果をさらに高

めていく。 

 

 

参照資料 中項目の評定 

  

 

 

 最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 今井 香奈子 
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2-2 （1/2） 

2-2 教育課程の実施 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-2-1 授業科目内容に

応じ、講義、演習、実験、

実習又は実技等、適切な

授業形態で教育が実施さ

れ、かつ、適切な教材が

用いられるとともに、学

校が定めた基準に基づき

成績評価を行っているこ

と。  

○各授業科目について、適切な

授業形態、方法及び教材が用い

られているか 

○授業科目ごとにシラバスを

作成し、学生に周知しているか 

○学生に対する履修指導、予

習・復習等に係る相談・支援に

取組んでいるか 

○成績評価について、授業科目

の内容、形態に応じた基準を設

定し、シラバス等で学生に明示

した上で、学生の学習に係る評

価を公正○かつ厳格に行って

いるか 

○成績評価の公正性・厳格性

を担保するために、学生からの

成績評価に関する問合わせ等

に対応するしくみを整備し、か

つ学生に対して明示し、適切に

運用しているか 

 

 

 

 

 

本校では、各授業科目の目標お

よび内容に応じて、講義、演習、

実習、実技等の授業形態を適切

に選択し、教育を実施してい

る。 

特に実技・実習科目において

は、業界で使用されている機

材・教材を活用し、実践的な学

修環境を整備している。 

全科目においてシラバスを

作成し、授業の到達目標、内容、

評価方法を明示した上で学生

に周知している。 

成績評価については、筆記試

験、実技試験、課題提出、授業

への取り組み状況等を踏まえ、

科目ごとに定めた基準に基づ

き公正かつ厳格に行っている。

実技科目では、ルーブリック評

価の導入を進め、評価基準の明

確化に取り組んでいる。 

また、成績評価に関する問い

合わせに対応する体制を整備

し、学生便覧等を通じて周知し

ている。 

 

長所：実践的授業形態と評価方

法が整備され、学修成果が可視

化されている。  

課題：実技評価における評価観

点のさらなる統一が求められ

る。 

 

講師会議・科目連絡会を通じて

評価基準の共有を行い、ルーブ

リック評価の運用を全科目へ

展開することで、評価の公平性

と教育の質保証を強化する。 
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2-2 （2/2） 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-2-2 企業等と連携し

た、実習、実技、実験又

は演習等（以下「実習・

演習等」という）の授業

を行っていること。 

また、教育目標の達成

に必要な企業等と連携し

た実習・演習等の単位時

間または単位数の総授業

時数に占める割合を具体

的に設定していること。 

【注）職業実践専門課程】  

○職業実践専門課程の認定課

程（学科等）を設置する学校に

おいては、実践的な職業教育と

して重要な企業等と連携した、

実習、実技、実験又は演習等（以

下「実習・演習等」という）を

行っているか 

○連携実習等の総事業時間数

に占める割合を設定している

か 

○連携実習等において、協力

機関等と到達目標等を共有し、

成績評価等について必要な協

働・連携する体制を整備してい

るか 

本校では、職業実践力の高い人

材育成を目的として、美容・ヘ

アメイク・トータルビューティ

分野の企業等と連携した実

習・演習等を教育課程の中に体

系的に組み込んでいる。 

サロン、ヘアメイク事務所、化

粧品・美容関連企業等と連携

し、現場実習、特別授業、企業

連携演習、イベント・撮影・シ

ョー等への参加を通じた実践

的な学修機会を提供している。 

美容師科：サロン実習、業界講

師による技術指導、就職直結型

の演習 

トータルビューティ科：企業協

力による商品企画・接客・販売

演習、現場体験型授業 

ヘアメイク科：撮影現場・イベ

ント・舞台等と連動した実習、

現役ヘアメイクアーティスト

による実践指導 

を実施しており、いずれも企業

等と連携した実習・演習等の授

業時間が、総授業時数の中で一

定割合を占めるよう設定して

いる。 

連携実習にあたっては、事前に

教育目的・到達目標を教職員と

協力機関で共有し、実習後には

振り返りや成果確認を行い、 

 

 

 

 

 

 

長所：現場と直結した実習を通

じて、学生が職業理解を深め、

即戦力として必要な技術力・態

度・コミュニケーション力を身

につけることができている。  

課題：連携実習の教育成果を、

より客観的に可視化・蓄積する

仕組みの充実が求められる。 

 

協力企業との連携をさらに強

化するとともに、到達目標・評

価観点を整理した評価指標を

活用し、実習成果の可視化と教

育課程への還元を図る。あわせ

て、実習後の振り返り指導を充

実させ、学内授業との接続を明

確にすることで、学修成果の一

層の向上を目指す。 
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2-2-2 続き  成績評価に反映している。ま

た、企業からのフィードバッ

クを教育課程や授業改善に

活用している。 

 

  

 

参照資料 中項目の評定 

  

 

 
最終更新日付 2026 年 4 月 26 日 記載責任者 今井 香菜子 
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2-3 （1/1） 

2-3 単位・卒業認定 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-3-1 学校の目的・目標

及び育成する人材像を実

現するために必要な卒業

認定方針（資格・免許等

を含む修得させる職業能

力を含む）を学科・コー

スごとに定め、当該方針

に基づき卒業を認定して

いること。 

○あらかじめ、学生に周知し

ている卒業認定方針に即した

卒業認定の基準及び方法によ

って卒業認定を行っているか 

本校では、学校の教育理念、目

的・目標および学科ごとの育成

人材像を踏まえ、各学科におい

て卒業認定方針を明確に定め

ている。 

卒業認定方針には、修了に必要

な授業時数・単位数、修得すべ

き知識・技術・技能、職業人と

して求められる態度および資

格取得等を明示し、学則ならび

に教育指導要領に基づき運用

している。 

単位認定および卒業判定は、

各授業科目の成績評価結果に

基づき、定められた基準に従っ

て行っている。成績評価は、筆

記試験、実技試験、課題提出、

授業への取り組み状況等を総

合的に判断し、公正かつ厳格に

実施している。 

また、卒業認定にあたって

は、学科ごとに設定した教育目

標および卒業時到達目標への

到達状況を確認し、進級・卒業

判定会議において複数教員に

よる確認を行うことで、判定の

客観性と妥当性を担保してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

長所：卒業認定方針が明確に定

められており、成績評価・単位

認定・卒業判定までの手続きが

体系的に整備されている。  

課題：実技科目における評価結

果と卒業時の到達度の関連性

を、より分かりやすく示す工夫

が求められる。 

 

ルーブリック評価の活用を進

め、実技・演習科目の到達度を

可視化するとともに、評価結果

を学生にフィードバックする

機会を充実させる。これによ

り、卒業までに修得すべき能力

の理解を促し、教育成果のさら

なる向上を図る。 
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2-3-1 続き  卒業認定方針および判定基

準については、学生便覧等を通

じて学生に周知している。 

 

  

 

参照資料 中項目の評定 

  

 
最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 今井 香菜子 
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2-4 （1/2） 

2-4 学修成果目標の達成状況 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-4-1 卒業認定方針に

明示した学科・コースごと

の職業能力（資格・免許等

の取得、必要な知識や技

術、技能、職務遂行能力

の修得など含む。）の学生

の修得状況を把握し、評

価していること。  

○卒業認定方針を踏まえ、学

科・コースごとに職業能力（資

格・免許等の取得、必要な知識

や技術、技能、職務遂行能力の

修得含む。）の修得についての

目標を定め、学生の達成状況を

把握し評価しているか 

本校では、卒業認定方針に基づ

き、学科・コースごとに修得す

べき職業能力（知識・技術・技

能・態度および資格・免許取得

状況）を明確に設定し、学生の

達成状況を把握・評価してい

る。 

各授業科目においては、シラバ

スに到達目標および評価方法

を明示し、筆記試験、実技試験、

課題提出、授業への取り組み状

況等を通じて、学修成果を多面

的に評価している。 

また、学年ごと・学期ごとの成

績判定および進級・卒業判定会

議を通じ、学生一人ひとりの到

達度を教職員間で共有・確認し

ている。 

美容師国家試験や各種検定・資

格については、取得状況および

合格率を把握し、結果を教育内

容や指導方法の改善に活用し

ている。 

これらの取り組みにより、卒業

時に修得すべき職業能力の達

成状況を継続的に検証してい

る。 

 

長所：学科・科目ごとに到達目

標が設定されており、学修成果

を段階的に把握できる体制が

整っている。  

課題：実技・演習科目における

到達度の可視化を、より一層体

系的に行う必要がある。 

 

ルーブリック評価の活用を拡

充し、実技・演習科目における

評価観点の共有と到達度の可

視化を進めることで、学修成果

の把握精度を高める。また、評

価結果を学生へ適切にフィー

ドバックし、主体的な学修の促

進につなげる。 
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2-4 （2/2） 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-4-2 学生の進路に関

する目標を定め、その目

標を達成していること。 

○学生の就職、進学等進路に

関して具体的な目標を定め、そ

の目標の達成状況を把握してい

るか 

○卒業後の進路・キャリア形成

に関する相談や指導などの支

援体制を整備し適切に運用し

ているか 

○卒業生の進路・キャリア形成

状況等を踏まえ、当該専門学校

の教育課程、教育方法、学修成

果等を検証し、必要に応じ、そ

れを踏まえた改善・向上策をとっ

ているか 

○卒業生、実習先・就職先など

関連する企業及びその他組織

の意見や在学生の意見を勘案

するなど、多角的、継続的な視

点に立った検証方法等について

工夫をしているか 

本校では、学科・コースごとに

就職を中心とした進路目標を

設定し、学生の進路希望および

達成状況について把握してい

る。 

担任とキャリアセンターが連

携し、学生一人ひとりの就職活

動状況を共有しながら、業界理

解、企業研究、応募書類作成、

面接指導等を段階的に実施し

ている。 

また、業界講話や企業説明

会、現場実習等を通じて、在学

中から職業観・就労観の醸成に

取り組んでいる。 

卒業時の就職状況については、

就職率、専門就職率等のデータ

を把握・分析し、教育課程やキ

ャリア支援の改善に活用して

いる。 

さらに、卒業生や就職先企業か

らの意見・評価を収集し、進路

支援および教育内容の見直し

に反映している。 

長所：担任とキャリアセンター

による連携体制が確立され、学

生の進路状況を組織的に把握

できている。  

課題：就職活動の早期化や業界

環境の変化に対応した、より早

い段階からの支援強化が求め

られる。 

 

低学年次からのキャリア教育

を一層充実させ、職業理解・自

己理解を早期に促進する。あわ

せて、就職活動データや卒業生

の進路情報を活用し、教育課程

および進路支援の質的向上を

図る。 

 

 

参照資料 中項目の評定 

  

 
最終更新日付 2026 年 7 月 14 日 記載責任者 今井 香菜子 
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基準３ 学生の受入れ、学生支援 
3-1 （1/1） 

3-1 学生募集及び入学者の選抜、収容定員の管理 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-1-1 入学者の受入方

針、入学選考基準、方法

を定め、入学希望者に明

示し、入学者の選考を公

正に行い、合否を決定し

ていること。 

○卒業認定方針及び教育課程

の編成・実施方針を踏まえて学

生の受入れ方針を定め、求める

学生像や入学者に求める水準

等を明確に示しているか 

○また、選抜方法及び手続を

あらかじめ公表した上で、所定

の選抜基準及び体制のもとで

適切かつ公正に入学者を選抜

しているか 

本校では、建学の理念である「実学教

育」「人間教育」「国際教育」に基づき、

卒業認定方針および教育課程編成・実施

方針と整合した**入学者の受入方針（ア

ドミッション・ポリシー）**を定めてい

る。 

美容・ファッション業界において求め

られる専門技術力、コミュニケーション

力、主体性を備えた人材像を明確に示

し、その実現に必要な学修意欲や適性を

有する学生の受入れを行っている。 

入学選考にあたっては、募集要項およ

び学校ホームページ等において、選考方

法・選考基準・出願手続・日程を事前に

明示している。選考は、総合型選抜

（AO）、高等学校推薦、一般選抜など、

志願者の状況に応じた複数の方式を採

用しており、書類審査および面接等を通

じて、学修意欲、将来の職業意識、美容

業界への適性を総合的に評価している。 

合否判定については、入学試験終了後

に、学校長、事務局長、教務部長、広報

センター長、各学科長等で構成される選

考会議において、募集要項に基づく共通

基準のもとで協議を行い、適切かつ公正

に決定している。 

〈長所〉 

卒業認定方針および教育課程編成方

針と整合した入学者受入方針を明文化

し、求める学生像を明確に示している。 

募集要項・ホームページ等を通じて、

入学選考基準や方法、学納金等の情報を

分かりやすく公開しており、透明性が高

い。 

選考会議による複数名体制での合否

判定を行い、公平性・客観性を担保して

いる。 

東京都専修学校各種学校協会のルー

ルを遵守し、過大広告を排除するなど、

信頼性の高い学生募集・選考を実施して

いる。 

 

〈短所〉 

一部学科においては定員が早期に充

足し、募集停止となるケースがあり、入

学希望者への十分な情報提供が行き届

かない場合がある。 

入学前の情報や面接のみでは、入学後

の学習面・心理面での課題を十分に把握

しきれない学生がいる。 

今後も、教育理念に基づいた入学者受入

方針をより分かりやすく発信し、オープ

ンキャンパスや個別相談を通じて、受験

生が入学後の学修や将来像を具体的に

イメージできるよう支援を強化してい

く。 

特に、学科の特色や卒業後の進路、教育

課程とのつながりを丁寧に説明するこ

とで、志願者のミスマッチ防止につなげ

る。 

また、定員早期充足が見込まれる学科に

ついては、その可能性を早い段階で周知

し、受験生および保護者、高等学校関係

者への情報提供をより充実させる。 

入学選考においては、個別面談や記録の

蓄積・共有を通じて志願者理解を深め、

入学後のクラス編成や学生支援に活用

する体制を整えることで、入学後の適応

支援および学修成果の向上につなげて

いく。 
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3-1-2 学生の受入れは、入

学定員に基づき適正に行

っていること。 

【注)修学支援新制度機

関要件の確認】 

【注）外国人留学生キャ

リア形成促進プログラ

ム】 

○入学定員に対する入学者数

及び収容定員に対する在籍学

生数を適正に管理しているか 

本校では、学則に定める学科別入学定

員および収容定員に基づき、学生の受入

れおよび在籍状況を適正に管理してい

る。入学者数については、各年度の学生

募集計画において、過年度実績や退学

率、教育環境、教員配置、施設・設備等

を踏まえた上で算出し、定員を超過する

ことのないよう管理している。 

入学者数および在籍学生数は、学校基

幹業務システムにより一元的に管理さ

れており、入学・進級・休学・退学・卒

業等の学籍異動情報を正確に把握でき

る体制を整えている。これらのデータ

は、学科責任者、教務部門、事務局間で

共有され、運営会議等において定期的に

確認されている。 

また、入学選考においては、入学定員

に達した学科については募集要項に基

づき募集を停止し、入学定員を遵守した

受入れを行っている。過度な定員超過に

よる教育の質の低下を防ぎ、学生一人ひ

とりに対する指導・支援が十分に行える

教育環境の維持を重視している。 

さらに、本校は高等教育の修学支援新

制度の対象機関として、定員管理を含む

要件を適切に満たすよう、教学・財務の

両面から管理体制を整備している。 

外国人留学生についても、日本での就

職・キャリア形成を見据えた教育を行う

ことを前提に、在籍人数を適切に管理

し、教育・生活・就職支援が行き届く体

制のもとで受入れを行っている。 

〈長所〉 

学科別の入学定員および収容

定員を学則に基づき明確に定

め、厳格に運用している。 

学籍管理システムを活用し、

入学者数・在籍学生数・学籍異

動を正確かつタイムリーに把握

している。 

定員充足状況を踏まえ、募集

停止の判断を適切に行い、教育

環境および教育の質を維持して

いる。 

修学支援新制度の対象機関と

して、定員管理を含む機関要件

を意識した運営を行っている。 

 

〈短所〉 

学科によっては年度ごとの入

学者数にばらつきがあり、在籍

学生数の推移をより中長期的に

分析する必要がある。 

外国人留学生の在籍数が少数

であるため、今後の受入れ拡大

を見据えた体制整備については

検討段階にとどまっている。 

 

今後も、学科ごとの教育内容、

教員配置、施設・設備の状況を

踏まえ、入学定員および収容定

員を適正に管理し、学生一人ひ

とりに対するきめ細かな教

育・支援が提供できる体制を維

持していく。 

特に、入学者数と退学率、進級

状況との関連を分析し、募集計

画やクラス編成に反映させる

ことで、より安定した在籍管理

を行う。 

また、修学支援新制度機関とし

ての要件を継続的に確認し、教

学面・財務面の両立を意識した

運営を行う。 

外国人留学生については、将来

的な受入れ拡大を見据え、キャ

リア形成支援や生活支援の体

制を整理・可視化した上で、教

育環境が十分確保できる範囲

での適正な受入れを検討して

いく。 

 

参照資料 中項目の評定 

  

 
最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 内田 麻奈美 
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3-2 （1/1） 

3-2 多様な学生に対する修学支援 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-2-1 適切な体制を構

築し、障がいのある学生、

海外からの留学生、社会

人経験者など、多様な学

生の修学に関する支援を

行っていること。 

 

○障がいのある学生、海外か

らの留学生等多様な学生に対

して必要な配慮、支援を行って

いるか 

本校では、すべての学生が安心し

て修学できるよう、多様な背景や状

況を持つ学生に対する支援体制を

整えている。障がいのある学生につ

いては、本人および保護者からの相

談内容を踏まえ、教務部長や担任が

連携し、授業方法や学修上の配慮に

ついて個別に対応している。 

海外からの留学生については、留

学生担当職員を配置し、入学手続

き、在留資格、学修面、生活面に関

する相談に対応している。また、キ

ャリア形成を見据え、日本での就職

を意識した指導や情報提供を行っ

ている。 

社会人経験者については、個々の

学修歴や社会経験を踏まえた進路

相談や修学支援を行い、多様な学生

が互いに学び合える教育環境づく

りに努めている。 

〈長所〉 

障がいのある学生、留学生等

に対し、個別相談を基盤とした

柔軟な支援を行っている。 

留学生担当職員を配置し、生

活面・修学面・進路面を一体的

に支援している。 

 

〈短所〉 

対象となる学生数が少数で

あるため、支援内容の体系化や

文書化が十分とはいえない部

分がある。 

今後は、これまでの個別対応の

事例を整理し、学内で共有する

ことで、支援体制のさらなる充

実と安定化を図る。あわせて、

障がいのある学生や留学生が

安心して修学・キャリア形成で

きるよう、相談体制や教職員の

理解促進を継続して行ってい

く。 

3-2-2 特に海外からの

留学生について適正な在

籍管理、進路(就職)指導

を行うとともに、日本人

学生との交流の機会が確

保されていること。 

【注）外国人留学生キャ

リア形成促進プログラ

ム】 

○特に、外国人留学生キャリ

ア形成促進プログラムの認定

課程を設置する専門学校にお

いては、海外からの留学生につ

いて適正な在籍管理、進路(就

職)指導を行うとともに、日本

人学生との交流の機会が確保

されているか 

本校では、海外からの留学生に対し、

留学生担当職員を配置し、在籍状況や

出席状況、学修状況を適切に管理して

いる。学籍情報については学校基幹シ

ステムを活用し、在留資格更新等に必

要な情報も含め、正確な把握に努めて

いる。 

進路（就職）指導については、日本

での就職を見据えたキャリア支援を

行い、留学生の就労制度や業界動向を

踏まえた個別相談を実施している。 

〈長所〉 

留学生担当職員による在籍管理およ

び進路指導体制を整えている。 

日本人学生と同一の教育環境で学ぶ

ことで、日常的な交流機会を確保してい

る。 

 

〈短所〉 

留学生数が少数であるため、交流やキ

ャリア支援の取組が限定的になりやす

い。 

今後も、留学生の在籍管理および進

路支援を継続的に行うとともに、日

本人学生との交流がより深まるよ

う、授業や学校行事での関わりを意

識的に促進していく。あわせて、外

国人留学生キャリア形成促進プロ

グラムの趣旨を踏まえ、留学生一人

ひとりの将来を見据えた支援の充

実を図る。 
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3-2-3 学生の経済的側面

に対する支援体制を整備

し、適切に周知、運用し

ていること。  

○学生が就学を継続するため

の経済的側面に対する支援体

制を整備し、情報の提供及び相

談について適切に周知、運用し

ているか 

本校では、学生が安心して修

学を継続できるよう、経済的側

面に対する支援体制を整備し

ている。日本学生支援機構奨学

金をはじめとした各種公的支

援制度への対応を行うととも

に、学園独自の支援制度や学費

分納制度について、学生および

保護者に対して適切に情報提

供を行っている。 

経済的な相談については、学

生サービス部門が窓口となり、

教務部門や担任と連携しなが

ら個別に対応している。入学

前・在学中ともに相談しやすい

体制を整え、経済的理由によっ

て修学を断念することのない

よう支援に努めている。 

〈長所〉 

公的奨学金制度および学内

の経済的支援制度について、相

談・案内体制を整備している。 

学生サービス部門を中心と

した個別相談対応により、学生

の状況に応じた支援が可能で

ある。 

 

〈短所〉 

経済的支援制度について、学

生によって理解度に差が生じ

る場合がある。 

今後も、入学時および在学中の

適切なタイミングで経済的支

援制度の周知を行い、学生およ

び保護者の理解促進を図る。あ

わせて、相談体制の継続的な見

直しを行い、学生が安心して修

学に専念できる環境整備を進

めていく。 

 

参照資料 中項目の評定 

  

 
最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 内田 麻奈美 
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3-3 （1/1） 

3-3 学生生活に関する支援 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-3-1 カウンセラーの

配置、相談室の設置など、

学生の相談に対応するた

めの環境整備を行い、適

切に運営していること。 

○学生生活等に関する相談体

制を整備し、相談対応につい

て、十分、学生に対して周知し、

機能、活用されているか 

 

 

 

 

資格を持ったスクールカウン

セラーを配置するとともに、プ

ライバシーに配慮した相談室

を設置し、学生が安心して相談

できる環境を整えている。 

職員カウンセリング研修を実

施し、担任教員や学科教員、事

務局スタッフとも連携し、日常

的な声かけや面談を通じて学

生の状況把握に努めている。 

相談体制については、入学時の

オリエンテーションや在校生

向けの案内、掲示物等を通じて

学生に周知し、必要に応じて適

切な相談先につなぐ運営を行

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【長所】カウンセラーの配置お

よび専用の相談室を設けるこ

とで、学生が安心して相談でき

る物理的・心理的環境が整って

いる。担任制を活かし、教員が

学生の変化に気づきやすい体

制となっており、日常的な関わ

りの中で相談につなげられて

いる点は本校の強みである。 

学業面だけでなく、生活面・進

路面・心理面など多様な相談が

可能。教職員間で情報共有と連

携を図ることにより、学生一人

ひとりの状況に応じた支援が

行われている。 

【課題】相談体制については周

知を行っているものの、学生に

よっては相談方法や相談窓口

が十分に認識されていない場

合がある。また、相談室が江戸

川区葛西にある為緊急の対応

がしづらい。 

学生数や相談内容の多様化に

伴い、相談ニーズの増加や内容

の複雑化への対応が今後の課

題となっている。 

相談体制については、入学時の

みならず、学年進行や学生状況

に応じて継続的に周知を行い、

相談窓口や利用方法の理解促

進を図る。掲示物や日常的な案

内を工夫し、必要時に相談につ

なげやすい環境を整える。 

また、相談室が校外（江戸川区

葛西）にあることを踏まえ、校

内における担任・教職員による

一次対応体制を強化し、緊急時

にも柔軟に対応できる仕組み

を整備する。 

さらに、相談内容の多様化に対

応するため、教職員間の連携と

情報共有を一層強化し、学生一

人ひとりに応じた継続的な支

援体制の充実を図る。 
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3-3-2 留年者、退学希望

者など学習の継続に困難

な問題を抱える学生に対

し適切な対応を行ってい

ること。 

○留年者、退学希望者など学

習の継続に困難な問題を抱え

る学生にあわせて他部署も巻

き込んで個別に対応できてい

るか 

留年の可能性がある学生や退

学を検討している学生など、学

習の継続に困難を抱える学生

に対し、担任教員、進路アドバ

イザーを中心に個別対応を行

っている。 

出席状況や成績不振、生活面で

の変化を早期に把握し、面談を

通じて学生の状況や悩みを確

認している。 

学生一人ひとりの状況に応じ

て対応内容を検討し、学習継続

に向けた支援や進路の再検討

など、個別性を重視した対応に

努めている。 

【長所】担任制により、学生の

出席状況や学習状況の変化を

早期に把握できる体制が整っ

ている。 

留年者や退学希望者に対し、画

一的ではなく保護者を巻き込

んでの個別面談を基本とした

対応を行っている。 

教務、学生支援、事務局など他

部署と連携し、複合的な課題に

対応できている。学習継続だけ

でなく、学生の将来を見据えた

進路相談も含めて支援を行っ

ている。 

【課題】学生が問題を抱え込ん

だ結果、対応が遅れるケースが

一部見られる他部署連携は行

われているものの、情報共有の

タイミングや方法に改善の余

地がある。 

 

 

 

 

 

出席状況やアンケート、成績等

から早期に支援が必要な学生

を把握し、担任を中心に関係部

署と連携した対応をより迅速

に行う。 

また、留年者や退学希望者への

対応事例を教職員間で共有し、

対応方針や支援の流れを整理

することで、支援の質の均一化

を目指す。 

学生が一人で悩みを抱え込む

ことのないよう、日常的な声か

けや相談しやすい環境づくり

を進め、学習継続および将来に

向けた適切な支援の充実に取

り組む。 

 

参照資料 中項目の評定 
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点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-3-3 学校保健安全法

に基づく学校保健計画を

策定し、学生の心身の健

康管理体制を整備し、適

切に運用していること。 

 

 

 

〇定期的な健康診断の実施、結

果のフォロー、健康管理に関す

る啓発活動など、学生の心身の

健康管理体制を整備し、適切に

運用しているか 

 

 

 

学校保健安全法に基づき学校

保健計画を策定し、学生の心身

の健康管理体制を整備し、診断

結果に基づき必要に応じたフ

ォローを行っている。 

学園提携の医療機関と連携し、

健康に関する注意喚起や啓発

についても、オリエンテーショ

ン等を通じて実施し、学生の自

己管理意識の向上を図ってい

る。 

 

【長所】定期健康診断を確実に

実施している。 

学園提携の医療機関と連携し

心身の健康に関する啓発を行

っている。 

【課題】健康診断結果の活用に

ついて、学生自身の理解や継続

的な健康意識の定着にばらつ

きが見られる。心の健康に関し

ては、不調を自覚していても相

談や行動につながりにくい学

生が一部見られる。 

定期健康診断の確実な実施と

いう強みを活かし、結果のフィ

ードバック方法を工夫するこ

とで、学生の健康意識向上につ

なげる。担任や教職員からの声

かけを通じて、健康診断結果を

日常生活の見直しに活かせる

よう支援を行う。 

また、心身の不調を早期に相談

につなげられるよう、健康管理

やメンタルヘルスに関する啓

発を継続的に実施し、相談への

心理的ハードルを下げる取り

組みを進める。 

3-3-4 学生のキャリア

支援、就職支援に対する

支援体制を整備し、適切

に周知、運用しているこ

と。 

 

〇キャリアセンターとの連携

強化及び学生への情報の周知、

運用ができているか 

 

就職活動に関する情報提供や

個別相談を実施するとともに、

キャリアセンター、担任教員を

中心に学生一人ひとりの希望

や適性を把握し、進路選択を支

援している。 

また、キャリアセンターが持つ

求人情報や業界動向等につい

て、授業や面談、案内を通じて

学生に周知し、就職支援が円滑

に運用されるよう努めている。 

【長所】キャリアセンターと連

携し、求人情報や就職関連情報

を活用した支援体制を整えて

いる。担任制により、学生一人

ひとりの希望や状況に応じた

キャリア相談が行われている。 

業界理解や就職活動に必要な

情報を、学生に対して段階的に

提供している。教職員間で情報

共有を行い、学生の就職活動を

学校全体で支援している。 

【課題】活用状況にばらつきが

見られる。就職活動に不安を抱

えながらも、積極的に相談につ

ながらない学生が一部存在す

る。 

就職支援に関する情報を計画

的かつ継続的に学生へ周知し

ていく。キャリアセンターの活

用方法や相談内容の具体例を

示すことで、学生が支援を身近

に感じ、主体的に活用できる環

境づくりを進める。 

また、担任教員とキャリアセン

ター間の情報共有を密にし、学

生の状況に応じた一貫性のあ

る支援を行う。 

学生が安心して就職活動に取

り組める体制の充実を図り、キ

ャリア支援・就職支援のさらな

る質の向上を目指す。 
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参照資料 中項目の評定 

  

 
最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 遠藤 直美 
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3-4 （1/1） 

3-4 学生の自主的な学習等の促進に対する支援 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-4-1 学生の学力や学

習状況を把握し、入学前

教育や補習授業を行うな

ど学習支援に取組んでい

ること。学生の円滑な学習

に向け、シラバスの活用に

よる学習成果の向上や自

主的な学習に関する適切

な支援を行っていること。 

○自主学習等に対する相談対

応と学習支援 

○成績不振の学生の状況把握

と指導 

○留年及び休学者の状況把握

と対応 

○退学希望者の状況把握と対

応 

本校では、入学前教育、導入教

育および在学中の学習状況把

握を通じて、学生一人ひとりの

学力・理解度・学習態度の把握

に努めている。 

入学前には、基礎学力や職業理

解を目的とした入学前課題や

ガイダンスを実施し、入学後の

学修への円滑な移行を図って

いる。 

在学中は、各授業科目のシラバ

スに到達目標および学修内容

を明示し、学生が学習の見通し

を持って授業に取り組めるよ

う支援している。 

成績不振者や理解が不十分な

学生に対しては、担任および担

当教員が連携し、補習授業、個

別指導、学習相談等を行い、学

修の定着を支援している。 

また、担任による定期的な面談

や学習状況の確認を通じ、欠

席・遅刻の増加や学習意欲の低

下といった兆候の早期把握に

努め、必要に応じて支援体制に

つなげている。 

これらの取り組みにより、 

 

長所：担任を中心とした学習状

況把握と個別対応が組織的に

行われている。  

課題：学生によるシラバスの自

主的活用を、さらに促進してい

く必要がある。 

 

授業内においてシラバスを活

用した学習目標の確認や振り

返りの機会を増やし、学生が自

ら学習計画を立てられるよう

支援を強化する。 
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3-4-1 の続き  学生が主体的に学ぶ姿勢を育

成し、学修成果の向上を図って

いる。 

 

  

3-4-2 正規の授業時間

以外に行われる、課外活

動など学生の自主的な活

動を充実させるため、適切

に支援していること。 

○部活動などの実績と支援の

実施 

○ボランティア活動の実績と

支援の実施 

本校では、学生の自主性や協調

性、コミュニケーション力の育

成を目的として、課外活動や自

主的な学習・活動に対する支援

を行っている。 

クラブ・サークル活動について

は、活動状況を把握した上で、

学内施設の利用調整や活動費

の支援を行っている。 

また、コンテストへの参加、作

品制作、イベント運営補助、ボ

ランティア活動等についても、

学修や職業理解につながるも

のについては教職員が助言・支

援を行い、学生の挑戦を後押し

している。 

これらの活動は、学年・学科を

超えた交流の機会ともなり、学

生の成長や学校への帰属意識

の醸成につながっている。 

 

長所：課外活動を通じて、学生

が主体的に行動する機会が確

保されている。  

 課題：活動内容や成果の共

有・可視化が十分とは言えな

い。 

 

課外活動の記録や成果発表の

機会を設け、学生同士および教

職員間での共有を進めること

で、活動の意義を高め、より多

くの学生の参加を促進する。 

 

 

参照資料 中項目の評定 

  

 
最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 今井 香菜子 
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基準４ 教員・教育実施組織 
4-1 （1/1） 

4-1 教員の配置、募集、採用 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

4-1-1 教育課程を実施

するのに必要な、資格・

要件を備えた教員につい

て、採用基準等を整備し、

適正に配置しているこ

と。 

○法令上の基準を遵守し、学

校の目的を実現し、目標の達成

するための教育を十分に実施

できるだけの教員を配置して

いるか 

採用計画、人材育成計画は事

業計画で定められている。 

採用にあたっては、学園本部

が中心となり、採用広報や、採

用試験を実施している。採用は

採用基準の基、厳正に実施して

いる。目標管理制度を基本と

し、これと対応して成果主義を

取り入れた賃金制度を設けて

いる。賃金の決定は目標管理制

度を基準としている。 

多様化している働き方の中

で、より一層、それらに対応し

た制度が必要だと考える。育休

の取りやすさ、時短者、子供が

小学校にあがったときの働き

方など。 

マネジメント職と専門職での

人事制度を構築し、多様化して

いる働き方と、自分が目指すキ

ャリアプランを明確にしてい

く事を構築している。目標は常

に、健全な学校運営・学科運営

を実現できているかという視

点で立て、評価も公平に行い、

学校・学科の成長と教職員の成

長に結びつくようにしている

が、ここも時代の変化ととも

に、常にアップデートしていく

事が必要だと考えている。 

 

参照資料 中項目の評定 

  

 
最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 三井 真以子 
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4-2 （1/1） 

4-2 教員の組織編制等 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

4-2-1 学校の目的に応

じた教育を実施するため

に、適切な業務分担、責

任体制のもとで分野の区

分ごとに、教員の組織体

制を整備していること。 

○当該専門学校の教育活動を

進めるための基本的な組織体

制を整備しているか 

○組織の責任体制、役割分担が

規程等において明確で、連携体

制が機能しているか、 

○当該専門学校の目的等を共

有し、達成に向けた協働意欲を

醸成するために、教職員組織等

の円滑な運営と改善向上に向

けた取組を行っているか 

【美容師科】 
法令に基づき教員を配置し、講師には

資格証の提出を必須としている。経験・能

力はこれまでのキャリアや他校での実績を

参照し、科目に応じて業界で活躍する人

材も起用。昇格は資格保持、取得率、授業

評価などを踏まえて判断している。 

【トータルビューティ科】 

 養成職種の現役で活躍する講師を採用

している。ネイルやエステに関しては、認定

講師を採用し、教育の質を担保できるよう

に努めている。講師の昇格措置について

は経験年数や授業の内容に応じて実施し

ている。一人の教員に過度な負担にならな

いように実技の授業はチームティーチング

制で教員の指導が行き届くように配慮して

いる。 

【ヘアメイク科】 

 授業の柱は主にメイクアップとヘアアレ

ンジである。現役として現場で働いている

講師を中心に置き、サブ講師も入れること

で指導の充実を図っている。コンプライア

ンスに沿った講師を配置している。 

【美容師科】 

非常勤講師について採用の

明確な採用計画は立てられてい

ない。 

 

【トータルビューティ科】 

非常勤教員における採用計画

が未整備のため、応募があった

段階で面談を行い、採用につな

げている。業界と連携した採用

については充実の必要な点にな

ると考える。 

 

【ヘアメイク科】 

非常勤講師における明確な教

員採用計画は無く、欠員募集と

いう形で実施している。講師の

昇給条件が明示されていない。 

【美容師科】 

業界、就職先との連携を考え講師

派遣をできる限り推奨していく。講師

採用については業界経験者の専門職

職員と学科責任者が同席し、必要な

知識、スキル、経験が備わっているか

チェックしていく。 

【トータルビューティ科】 

業界と連携したとさらに業界と連携

した講師採用などについて積極的に

展開していきたい。大きく４つの希望

職種に分かれるため、人材の固定化

を防ぎ、新しい講師採用についても検

討していきたい。 

【ヘアメイク科】 

現場実習先や業界特別授業などで連

携し、業界から講師派遣が可能か折

衝を図る。また卒業生などの講師希望

者も吸い上げ授業出講の依頼を行っ

ていく。 

 

参照資料 中項目の評定 

  

 
最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 三井 真以子 
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4-3 （1/1） 

4-3 教員の資質の向上 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

4-3-1 学校の授業の内

容及び方法の改善を図る

ための FD(Faculty 

Development)など組織的

な取組や教員の研究活

動、自己啓発等への支援

を行っていること。 

○教員の資質向上を図るため

に、研修計画を作成し、計画的

に必要な研修を受講させるなど

組織的な取組を行っているか 

○教育の質の向上に向け組織的

なファカルティ・ディブロット

メント活動に取組んでいるか 

授業内容と方法の質向上を

図るため、FD を通じた組織的

な研修を実施し、教員の教育力

向上を支援している。また、研

究活動や自己啓発への参加を

促し、必要な支援体制を整えて

いる 

FDを通じて授業改善を継続

し、教員の教育力向上や研究活

動を積極的に支援している点

は強みである。一方で、研修参

加の偏りや研究時間の確保、成

果の可視化など、取組の均質化

と効果検証が今後の課題とな

っている。 

FD を通じて授業改善や教員

の教育力向上を継続的に図れ

ている点は強みである。一方で

参加度や研究時間の確保に差

があるため、研修機会の均等化

や業務調整による研究支援体

制の強化を進め、組織全体の教

育力向上につなげる。 

4-3-2教員の専攻分野に

おける実務に関する知識・

技術、技能を修得・向上す

るための研修を企業等と

連携して、組織的に行って

いること。【注）職業実践専

門課程】 

○職業実践専門課程の認定校

においては、企業等と連携した

研修（専攻分野の知識等）を組

織的に行っているか 

企業や業界と連携し、教員が

最新の実務知識・技術を習得で

きる研修を計画的に実施して

いる。研修内容は授業改善や教

育内容の更新に活かされ、実務

に基づく専門性向上につなが

っている。 

産学連携研修により教員が

最新の実務知識を得られる点

は強み。一方で、参加の偏りや

業務量による参加困難、研修成

果の共有不足が課題であり、組

織全体での活用に差が生じて

いる。 

研修成果を学科横断で共有し

授業改善へ展開することで強

みを伸ばす。課題は研修参加の

計画化や業務調整、オンライン

研修の活用で参加機会を均等

化し、組織的な教育力向上につ

なげる。 

4-3-3 教員の授業及び

指導力等を修得・向上す

るための研修を企業等と

連携して、組織的に行っ

ていること。 

【注）職業実践専門課程】 

○職業実践専門課程の認定校

においては、企業等と連携した

研修（指導力の向上）を組織的

に行っているか 

企業や業界と連携し、教員が

授業力・指導力を高める研修を

計画的に実施している。最新の

技術や指導方法を学び、授業改

善や学生指導の質向上に活か

す体制が整っている。 

産学連携により実務に基づ

く指導力を高められる点は強

み。一方で、研修参加の偏りや

業務量による参加困難、学科間

での成果共有不足が課題で、教

育力向上に差が生じている 

研修成果を学科横断で共有し授

業改善へ展開することで強みを

伸ばす。課題は研修参加の計画

化や業務調整、オンライン研修

の活用で参加機会を均等化し、

組織的な教育力向上を図る。 

 
最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 三井 真以子 

 

参照資料 中項目の評定 
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基準５ 教育環境 
5-1 （1/1） 

5-1 教育環境の整備点検、改善等 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

5-1-1 専修学校設置基

準及び関連法令に基づ

き、教育上の必要性に対

応できる施設・設備、機

械器具等を備えているこ

と。（補修、更新含む） 

○当該専門学校における教育

課程を実施するために必要、か

つ十分な施設と、学生数、教育

内容、教育方法に対応するため

の設備を整備し、十分活用して

いるか、 

○施設、設備について適宜点

検し、計画的に改修、補修等を

適切に行っているか 

本校では、専修学校設置基準および

関係法令に基づき、教育課程を実施

するために必要な施設・設備・機械

器具等を整備している。 

美容師科・ヘアメイク科・トータル

ビューティ科それぞれの教育内容

に対応した実習室、教室、設備機器

を配置し、実践的な授業が円滑に行

える教育環境を確保している。 

実習室については、実際の業界現場

で使用されている機器と同等の設

備を備え、学生が実務を想定した学

修を行えるよう配慮している。 

また、座学教室についても、ICT 機

器等を活用し、教育内容や授業方法

に応じた柔軟な運用が可能な環境

を整えている。 

施設・設備については、日常点検お

よび定期点検を実施し、不具合や老

朽化が確認された場合には、速やか

に修繕・更新を行っている。 

教育内容の変化や学生数等を考慮

しながら、必要に応じて設備の見直

し・改善を行い、教育活動に支障を

きたさないよう管理している。 

 

長所：教育課程および実習内容

に即した施設・設備が整備さ

れ、実践的な教育環境が維持さ

れている。  

課題：経年劣化への対応や、今

後の教育内容の高度化に合わ

せた計画的な設備更新の検討

が必要である。 

 

今後も定期的な点検と計画的

な設備更新を継続するととも

に、教育内容の変化や業界動向

を踏まえた施設・設備の改善を

進めることで、教育環境の質の

維持・向上を図る。 
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5-2 （1/1） 

5-2 安全対策、防災組織 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

5-2-1 学校保健安全法

に基づく学校安全計画を

策定し、学校における安

全対策を適切に行ってい

ること。  

○学校保健安全法に基づく学

校安全計画を策定し、火災の発

生及び大規模災害発生時並び

に授業中の安全管理等におい

て、適切に対応しているか 

火災や大規模災害発生時、授業

中の事故防止等について基本

的な対応方針は定められてい

るものの、内容や運用面におい

ては、状況別の具体的対応や定

期的な見直しが十分とは言え

ない部分も見られる。 

また、安全計画の内容が教職

員・学生間で十分に共有・定着

しているとはいえず、実際の行

動レベルまで落とし込めてい

ない点が課題となっている。 

現状では、教職員の個別対応

や経験に依存する面があり、組

織的かつ体系的な安全管理体

制の強化が求められている。 

【長所】火災や災害、授業中の

安全管理について、基本的な対

応意識は教職員間に共有され

ている。授業や実習において、

教員が現場で注意喚起や安全

配慮を行い、事故防止に努めて

いる。 

【課題】学校安全計画の内容が

十分に具体化されておらず、緊

急時対応や役割分担が明確で

ない部分がある。安全計画に基

づく訓練や確認の機会が限ら

れており、学生・教職員ともに

行動への定着が不十分である。 

授業・実習における安全管理に

ついて、教員間で対応水準に差

が生じる可能性がある。 

学校安全計画を基盤として、内

容の具体化と運用面の見直し

を進める。火災や大規模災害時

の対応について、行動手順や教

職員の役割分担を明確にし、計

画の実効性を高める。また、学

生および教職員への周知方法

を見直し、訓練や授業を通じた

確認を行うことで、安全行動の

定着を図る。 

これらの取り組みにより、学校

安全計画の内容をより緻密な

ものとし、組織的・継続的な安

全管理体制の構築を図る。 

 

参照資料 中項目の評定 

  

 
最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 遠藤 直美 
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基準６ 教育活動の基盤と情報の公表 
6-1 （1/1） 

6-1 中期事業計画と財務基盤 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

6-1-1 当該専修学校の

中期事業計画又は設置法

人の中期事業計画に、教

育目的、教育目標の実現

に向けた具体的な内容が

位置付けられているこ

と。  

○当該専門学校の目的を実現

するために、実効性のある具体

的な中長期的計画が策定され

ているか 

○設置法人が策定している場

合は、計画上に当該専門学校に

おける教育等の内容が明確に

位置付けられているか 

○計画の進捗状況、組織上の

役割分担、計画の見直しなど計

画の遂行の実効性は十分か 

学校および法人の中期事業

計画に、教育目的・教育目標の

達成に向けた具体的施策を明

確に位置付け、年度計画と連動

させながら教育改善と組織運

営に反映している。 

教育目標が中期計画に明確

化され、学校運営と教育改善が

一体的に進む点は強み。一方

で、計画内容が一部教職員に十

分浸透せず、実行段階で理解度

や取り組みに差が生じる点が

課題となっている 

中期計画の共有機会を増やし、

施策の目的と成果を可視化す

ることで組織全体の理解と実

行力を高める。課題は研修や会

議での周知徹底を強化し、計画

と日常業務の結び付きを明確

にして改善につなげる。 

6-1-2 当該専修学校の

教育活動を安定して遂行

するために必要かつ十分

な財務基盤を確立してい

ること。【注)修学支援新

制度機関要件の確認】 

【注）外国人留学生キャリ

ア形成促進プログラム】 

○中期事業計画を実行し、当該

専修学校の教育活動を安定し

て遂行するために必要かつ十

分な財務基盤を確立している

か、不十分な場合は改善に向け

た計画を策定しているか 

中期計画に基づき収支管理

を行い、安定した財務基盤を維

持している。法人本部の監査体

制や月次チェックにより健全

性を確保し、教育活動を継続的

に実施できる体制が整ってい

る。 

長期的視点で財務計画を策

定し、監査体制も整備されてい

る点は強み。一方で、制度変更

への迅速な対応や補助金の入

金時期による資金管理の調整

など、運用面での改善余地が残

る。 

財務情報の可視化と共有を進

め、計画精度を高めることで強

みを伸ばす。課題は制度変更へ

の対応力向上や資金繰りの事

前シミュレーションを強化し、

教育活動を安定的に支える財

務運営を確立する。 

 

参照資料 中項目の評定 

  

 
最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 三井 真以子 
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6-2 （1/1） 

6-2 学校運営 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

6-2-1 学校運営の組織

体制を整備し、適切な運

営が行われていること。  

○当該専門学校の全体の運営

について、事務組織体制を整備

し、業務分担、責任体制が明確

になっているか 

○教員と職員による連携体制

を確保しているか 

○校長による意思決定及び執

行管理が適切に行われている

か 

運営方針の実現の為、月 1 回

の学校運営会議、学校全体会議

及び月 1 回の学科会議、部署

会議を通じて、問題点や課題を

明らかにし、速やかに解決策を

出し、実行している。また、校

舎が３つある事から朝礼・終礼

の時間を最も大切な時間とし

て活用している。 

これまでに以上に運営に関

する法令を遵守した方針を定

め、学内共有に努める 

運営方針に沿った学校運営を

する為に、教職員の一人ひとり

と、一対一の面談を行い、組織

内の浸透を確実なものとして

いく。 

6-2-2 学校運営に必要

な知識・技能等を身に着

け、意欲及び資質を向上

させるために SD（Staff 

Development）活動などの

取組が行われているこ

と。 

○学校運営を適切かつ効果的

に行うため、学校の管理運営や

教育活動等に関わる教職員に

必要な知識及び技能を習得さ

せ、並びにその能力及び資質を

向上させるための組織的に研

修の機会を設けるなどの取組

みを行っているか 

本校では、学校運営に必要な

知識・技能向上のため、学園の

職階別研修や OJT トレーナー

制度を活用して教職員の育成

を図っている。また、講師会議

や科目連絡会を通じて教育内

容の共有と改善を行い、教職員

の資質向上に努めている。 

本校は職階別研修や OJT ト

レーナー制度、講師会議等を通

じて教職員の資質向上に努め

ている。一方で、世代により学

びの習熟度が異なるため、従来

型研修だけでは十分でなく、各

世代に適した研修内容への見

直しが課題である。 

研修体制をさらに発展させる

ため、職階別研修や OJT 制度

に加え、動画学習を活用した

“いつでも学べる環境”を整備

し、世代ごとの習熟度に応じた

学びを提供する。実践的な研修

とオンライン学習を組み合わ

せることで、教育の質向上につ

なげる。 

 

参照資料 中項目の評定 

  

 
最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 三井 真以子 

 

6-3 （1/1） 
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6-3 学校評価の実質と改善活動 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

6-3-1 学校関係者評価委員

会、教育課程編成委員会等外

部からの意見を反映するな

ど、関連企業等団体、地域社

会等からの意見を当該専修

学校の運営やその改善・向上

において活用していること。 

特に職業実践専門課程にお

いては、教育課程編成委員会

を年 2回以上開催しているこ

と。【職業実践専門課程】 

〇定期的に外部を招いての会議を

実施し当該専修学校の運営やその

改善・向上において活用している

か 

〇職業実践専門課程においては、

教育課程編成委員会を年 2 回以上

開催しているか 

 

 

本校では、学校関係

者評価委員会や教育課

程編成委員会を定期的

に開催し、企業・業界・

地域からの意見を教育

運営に反映している。

特に職業実践専門課程

では年 2 回以上の委員

会を実施し、カリキュ

ラム改善や産学連携の

強化に活用しており、

外部評価が有効に機能

している。 

本校は学校関係者評価委員

会や教育課程編成委員会を通

じ、企業・業界・地域の意見を

教育運営に反映できている点

が大きな強みである。特に職業

実践専門課程では年 2 回以上

の委員会を実施し、カリキュラ

ム改善や産学連携の強化に直

結している。一方で、委員会で

得た提案の学科間での活用度

に差があり、改善内容の共有方

法や実行の均質化が課題とな

っている。 

外部委員会で得られる専門的

な意見をさらに活かすため、学

科間での共有体制を強化し、改

善提案を全校的に展開できる

仕組みづくりが必要である。ま

た、委員会での指摘事項を教育

課程や授業改善に迅速に反映

する PDCA の精度向上も重要

となる。加えて、産学連携の機

会を拡大し、企業との対話を日

常的に取り入れることで、外部

意見をより実効性の高い教育

改善へとつなげていく。 

6-3-2 学校評価を実施し結

果及び改善状況についての

情報を公表していること。 

 

〇評価結果を報告書に取りまとめ

ているか 

〇結果に基づく改善への取組を組

織的かつ継続的に行い、改善状況

についての情報を公開しているか 

学校評価を毎年実施

し、結果と改善状況を

公表している。 

外部評価を公表し改善に活

用できている点は強み。一方

で、学科間での共有度に差があ

り、改善内容の浸透にばらつき

が生じている。 

評価結果を全学科で共有し改

善事例を横展開する体制を強

化する。併せて PDCA を明確

化し、改善の実行度を高めるこ

とが必要。 

6-3-3 学校評価の結果に基

づく改善への取組を組織的

かつ継続的に行っているこ

と。 

 

〇評価結果に対する改善を検討・

意思決定をする組織体制は整備さ

れているか 

〇評価結果に基づく学校改善に取

組む体制は整備されているか 

学校評価に基づき、

改善を検討し実行する

体制を整えている。 

委員会を中心に改善を検

討・決定する体制が機能してい

る点は強み。一方で、改善内容

の学科間共有や実行度に差が

あり、継続的な運用にばらつき

が生じている。 

改善方針を全学科で共有し、実

行状況を定期的に確認する仕

組みを強化する。PDCA を明

確化し、改善の継続性と実効性

を高めることで組織的な改善

体制をより確かなものにする。 

 

参照資料 中項目の評定 

  

最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 三井 真以子 
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6-4 （1/1） 

6-4 社会からの理解と情報の公表 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

6-4-1 

当該専修学校の教育活

動、学修成果、学校運営

等の状況に関する情報を

積極的に公表しているこ

と。 

○自己点検・評価結果をはじ

め、公表が求められている教育

情報について適切に公表し、説

明責任を果たしているか 

教育活動や学校評価結果を

適切に公表し、説明責任を果た

している 

教育情報を積極的に公開し、

透明性を確保している点は強

み。一方で、公表内容の更新頻

度や発信方法にばらつきがあ

り、地域・企業・学生への情報

到達度に差が生じている。 

公表情報の更新体制を整え、学

科横断で内容を統一すること

で透明性をさらに高める。加え

て、Web や SNS など複数媒体

を活用し、地域や企業へ確実に

情報が届く発信力を強化する。 

6-4-2 

教育目的・目標の達成状

況や活動状況について関

連する教育機関、産業界

等をはじめ、社会全体か

らの理解を得るよう取組

んでいること。 

○当該専門学校の教育内容等

が社会から理解を得られるよ

うに、特に産業界等への積極的

な取組が行われているか 

○教育課程の編成、実施など実

践的な職業教育の展開、改善・

向上に向け、継続する教育機関

（高等学校等）、産業界、自治

体等からの意見を積極的に聴

取し、活用しているか 

本校では、教育目的・目標の

達成状況を社会に理解しても

らうため、産業界・教育機関・

自治体との連携を継続的に行

っている。教育課程編成委員会

や学校関係者評価委員会を通

じて外部意見を収集し、教育内

容の改善に反映する体制が整

備されている。 

産業界や高校、自治体からの

意見を積極的に取り入れ、教育

内容の妥当性を社会と共有で

きている点は大きな強みであ

る。一方で、学科によって外部

連携の深度や頻度に差があり、

得られた意見の活用度にばら

つきが生じていることが課題

となっている。 

 

外部機関との対話機会をさら

に拡大し、得られた意見を全学

科で共有する仕組みを強化す

ることが重要である。教育課程

の改善に外部意見を継続的に

反映し、産業界や地域社会から

の理解と信頼を高めることで、

実践的な職業教育の質を一層

向上させる。 

 

参照資料 中項目の評定 

  

 

 
最終更新日付 2026 年 4 月 30 日 記載責任者 三井 真以子 

 


